
令和７年度 委員会行政視察実施報告書 

 

委 員 会 名 産業水道委員会 

参 加 委 員 
◎半田大介 ○武田紗知 

飯島裕貴 松山賢太郎 髙田忍 久保田由夫 佐藤論征 

             ◎委員長、○副委員長 

 

１ 上田市での課題と視察の目的 

上田市では、現在、上田市、長野市、千曲市、坂城町、県企業局の５者で上田長野地

域水道事業広域化協議会を設立して水道広域化の検討を進めている。（令和６年４月８

日に「上田長野地域水道事業広域化協議会」を設立。坂城町は県営水道事業のみ） 

 また、２巡目となる市民説明会（令和６年１２月）や上下水道審議会、市議会での議

論などを踏まえて、現在の任意協議会から水道広域化を進めるかどうかを市長が今後判

断することになっている。既に香川県全域で水道事業の広域化をしている「香川県広域

水道企業団」について、設立の経過、企業団の運営、企業団議会などを調査する。 

 

２ 実施概要 

実 施 日 時 視 察 先 香川県広域水道企業団 

令和７年５月１２日（月） 

１４時００分～１５時３０分 
担当部局 

香川県広域水道企業団 

事務局長以下、総勢１１人 

視察事業名 水道事業広域化について 

報 告 内 容 

１ 視察先の概要 

香川県は、日本で初めて国立公園に指定された瀬戸内海国立公園の

中心に位置し、四国の東北部にある。地形は半月型で、南部には讃岐

山脈が連なり、北部には讃岐平野が展開している。河川はおおむね讃

岐山脈に源を発し、北流して瀬戸内海に注いでいる。 

面積は全国で最も小さく 1,876.86㎢、平地と山地はおよそ相半ば

しています。北は瀬戸内海を挟んで、瀬戸大橋で岡山県と結ばれ、東

および南は徳島県に、西は愛媛県に接している。 

 

２ 視察先の特徴 

人口減少による給水量の減少に伴う収益の減少や水道職員の大量

定年退職による技術力の確保の問題、さらには、頻発する渇水対応な

ど、県内の水道事業者は様々な共通する課題を抱えている。 

しかし、各水道事業者（市町）が単独で対応するには限界があり、

県では、これらの課題を克服し、将来にわたって持続的に安全で良質

な水道水を安定的に供給できるようにしていくため、平成２０年度か

ら、県内水道事業の統合・広域化について調査検討を開始した。 

 

1



３ 視察事項について 

（視察項目及び回答） 

◆香川県広域水道企業団の設立の経過について 

〇平成２０年  

・県及び市町水道担当者による水道広域化勉強会を開始 

〇平成２５年 

・香川県広域水道事業体検討協議会の設置（県及び直島町を除く 

１６市町で構成） 

〇平成２７年 

・香川県広域水道事業体設立準備協議会（法定協議会）の設置。県及

び６市８町で構成。 

〇平成２８年 

・香川県広域水道事業体設立準備協議会へ新たに２市が加入（直島町

を除く全市町が協議会に参加） 

〇平成２９年 

・第７回広域水道事業体設立準備協議会にて県及び１６市町が「香川

県水道広域化基本計画」に合意し、基本協定を締結（８月） 

・県議会、関係市町議会で「香川県広域水道企業団設置議案」を議決

（９月～１０月） 

・香川県広域水道企業団設立（１１月１日） 

〇平成３０年 

・関係市町議会で個別の水道事業廃止の議決（３月議会） 

・４月から香川県広域水道企業団の事業開始 

 

◆香川県水道広域化の背景について 

〇人口減少による給水収益の減少 

・平成３０年度の料金収入２００億円、給水人口９６万人から 

２０年後には１７２億円（８６％）、８４万人（８７．５％）まで

減少すると推計。 

 

〇香川用水の取水制限の頻発化が大きな課題 

・断水発生日数 

 昭和２５年 約４０日間 

 昭和２７年 約２０日間 

 昭和３１年  ２１日間 

 昭和３２年   ７日間 

 昭和３９年  １０日間 

 昭和４２年  ３４日間 

 昭和４８年  ５５日間 

 ※昭和４８年（１９７３年）は、空梅雨で、降雨がほとんどなく、

内場ダムなど４つの貯水池の水量が極端に減少し、「高松砂漠」と

呼ばれる事態に。県が関係市町間のあっせんを行い、満濃池水系か

ら日量１４，０００トン、府中ダムから日量６，０００トンを高松
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市に救援送水することに。 

 昭和４９年  香川用水が通水 

 平成 ２年   １日間 

 平成 ６年  ６９日間 

 

〇施設の老朽化に伴う大量更新 

・管路の経年化率２０１２年７．８％（全国８．５％）から 

２０１７年２０．４％（全国１４．８％）と、５年間で２．６倍に

急増している。（数字は低い方がよい） 

 

◆水道広域化の効果について 

〇水道広域化後の成果について 

（回答）水道広域化については現在進行中であり、業務共同化や計画

的・効率的な施設更新による経費削減を具体的に進める段階であ

る。これまで１つの浄水場を廃止した。 

 「基本計画」では、浄水場を７１から３８に統廃合する計画となっ

ている。 

 

〇香川県広域水道企業団の職員体制について 

（回答）「基本計画」に記載しており、企業団の設立後、当分の間は

構成団体から職員を派遣することにより対応し、その間は構成団体

と人事交流があるものとする。 平成３２年度から、順次、企業団

への身分移管及び企業団による新規採用を行う。企業団の設立当初

は、現行職員数と同程度の職員数を確保し、順次、組織の改編に併

せて業務の効率化を図りながら、適正な規模を目指していく。 

現在の職員数は４５９人（令和７年４月１日）でプロバー職員が 

４８％、構成する県・市・町からの派遣職員が５２％となっている。 

 

〇職員の採用、育成、技術の継承の取組について 

（回答）新規採用を行っているが予定数の確保は難しい。育成や研修

については、小規模事業者にとっては、広域化により日常業務の交

代職員の配置ができるようになり、研修ができるようになった。 

 

◆香川県広域水道企業団の事業計画について 

〇国からの交付金（補助金）は、計画どおりか。 

（回答）全体事業費は、約１，３００億円で、広域化事業費約３５０

億円、運営基盤事業費約３５０億円、単独事業費約６００億円であ

る。これまでの国からの交付金は予定金額よりは少ないが、補正予

算等の要望を上げていく。 

 

〇広域化事業に当たり、県・市・町の内部留保金、企業債残高などの

違いはどのように調整したか。 

（回答）「基本計画」に記載しており、財政条件の公平性を担保する
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ために区分経理期間（１０年間）終了時に ①内部留保資金が料金

収入の５０％程度、②企業債残高が料金収入の３．５倍以内となる

よう財務運営し、区分経理期間中の ③水道料金の平均改定率１

０％を超える料金改定を回避するため一般会計から繰り出しする

ことで合意している。したがって、区分経理期間中の事業体内部留

保資金（貯金）は年間料金収入の６か月分を確保し、企業債残高は

料金収入の３．５倍以下に抑えること及び水道料金を改定する場合

の一般会計からの繰出基準を明確にした。 

 

〇広域化事業に当たり、県・市・町の負担金（一般財源）はどのよう

にしたか。 

（回答）広域化に当たり、各事業体の事業用資産、資本及び負債は、

原則として無償で企業団が引き継いだ。したがって、広域化に当た

り、県や市、町の新たな出資金はない。 

 

◆ 香川県広域水道企業団と議会について 

〇県・市・町の首長による香川県広域水道企業団設立の合意はいつか。 

（回答）平成２９年８月、第７回広域水道事業体設立準備協議会にて

県及び１６市町が「香川県水道広域化基本計画」に合意し、基本協

定を締結した。 

 

〇香川県広域水道企業団設立や基本計画に対するパブリックコメン

トや住民説明会の実施はどうか。 

（回答）香川県広域水道事業体設立準備協議会としては、特段何もし

ていない。ただし、協議会参加の市や町ではパブリックコメんトや

住民説明会を実施したところもあった。 

 

〇県・市・町における議会での議決状況はどうか。 

（回答）平成２９年９月～１０月に、県議会、関係市町議会で「香川

県広域水道企業団設置議案」を議決。 

平成３０年３月議会で個別の水道事業の廃止議案を議決。 

 

〇香川県広域水道企業団議会の構成はどうか。 

（回答）企業団議会の議員定数は２７。議員定数や選出数は、香川県

後期高齢者医療広域連合議会を参考にした。 

 

◆水道料金について 

〇広域化前の県、市、町の水道料金比較（口径１３ｍｍ、２０㎥使用） 

（回答）最低２，８６０円 最高５，１７０円 

（令和７年４月１日現在） 

 

〇単独経営と広域化した場合の水道料金の推計はどのような試算と

なったか。 
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（回答）２０１８年の３，３４１円が、２５年後の２０４３年では単

独の場合５，９２１円、広域化の場合３，３５０円と推計した。単

独の方がかなり高くなる。 

 

〇香川県広域水道企業団の水道料金の統一の考え方はどうか。 

（回答）「基本計画」に記載しており、２０２７年度（令和９年度）

までは、旧事業体ごとの区分経理を行い、費用と収益のバランスを

確認しながら水道料金を設定する。一般会計からの繰出基準により

水道料金の引上げ率を抑えてきた。これまで２つの自治体で３回の

水道料金の改定が行われた。 

 今後は、水道料金の統一に当たり、人口が多い高松市の料金体系を

参考にして、２０２８年度（令和１０年度）から実施するので、現

在調整中である。 

 

考   察 

 

(まとめ:市 

政に活かせ 

ると思われ 

る事項等） 

〇香川県における水道事業広域化については、香川県特有の課題が背

景にある。人口減少に伴う水道料金減少や職員の高齢化など全国共

通の課題に加えて、香川用水取水制限発生年が平成元年からの３０

年で２１年もあり、水源に乏しい状況がある。 

 このため、香川県が調整役として１０年にわたる議論を主導して平

成２９年に「香川県水道広域化基本計画」に合意し、基本協定締結

（８月）にこぎつけた。香川県内の水道事業広域化に当たり、香川

県が大きな役割を果たした。香川県広域水道企業団の企業長も香川

県知事が務めている。 

 

〇香川県広域水道企業団は、各水道事業体の財務状況、施設整備水準

や水道料金に大きな差がある中で、広域化時は新たな出資金もな

く、水道料金も１０年間はそのままという形で、水道事業の経営と

管理、運営のみを企業団に移した。このような水道事業広域化のや

り方もあることが分かった。今後は、水道料金の統一など大きな課

題が待っている。 

 

〇基本計画と現状との比較では、「基本計画策定時に比べると企業団

の経営は厳しい状況にあり、今後も続く見込みである」としている。

主な原因は、「電気料金など物価高騰や人件費の上昇」とのことで

ある。上田長野間の水道事業の在り方に関しても様々な財政シミュ

レーションが試算されているが、計画どおりにはいかないことも想

定すべきと理解した。 

 

〇水道広域化の類型として「垂直統合型」「水平統合型」「弱者救済型」

があるが、香川県広域水道企業団は「水平統合型」に区分されてい

る。「水平統合型」の大きなメリットは、水道水源である経営資源

の共有化である。 

香川県は水源に乏しく、香川用水の取水制限の頻発化や断水発生が
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大きな課題であった。そのため、吉野川上流に位置する早明浦ダム

（高知県）が開発され、水量年間８億６，３００万トンのうち、香

川県へ分水される年間２億４，７００万㎥（２９％）が香川用水で

あり、県及び１６市町の渇水時の水道水源の共有化のために県下全

域の水道広域化を選択したことは賢明な判断だと理解した。 

 

 

（香川県広域水道企業団が入る高松市防災合同庁舎前） 
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令和７年度 委員会行政視察実施報告書 

 

委 員 会 名 産業水道委員会 

参 加 委 員 
◎半田大介 ○武田紗知 

飯島裕貴 松山賢太郎 髙田忍 久保田由夫 佐藤論征 

             ◎委員長、○副委員長 

 

１ 上田市での課題と視察の目的 

上田市には、現在、「信州上田観光協会」「丸子観光協会」「武石観光協会」「別所温泉

観光協会」「菅平高原観光協会」「鹿教湯温泉観光協会」、計６つの観光協会があり、それ

ぞれが誘客を行っているため、合併から２０年になるが、いまだ観光の窓口は統一され

ていない。 

香川県小豆島の小豆島町・土庄町の２町では、令和５年に観光協会を統一。２町が１

つになり、観光の道標となる「小豆島観光ビジョン」を策定し「持続可能な島づくり」

を目指している。 

 

２ 実施概要 

実 施 日 時 視 察 先 香川県小豆島町 

令和７年５月１３日（火） 

９時１５分～１０時４５分 
担当部局 企画振興部商工観光課 

視察事業名 小豆島観光ビジョンについて 

報 告 内 容 

１ 視察先の概要 

 小豆島町は、瀬戸内海国立公園に浮かぶ小豆島の中央から東に位置

する、海と山の美しい自然に恵まれた町。平成１８年３月２１日に内

海町と池田町が合併して誕生した。日本におけるオリーブ発祥の地と

して、また、壺井栄の小説を基にした映画「二十四の瞳」の舞台とし

て全国的に知られている。 

醤油、佃煮、そうめんなどの食品産業を中心に、電照菊やスモモな

どの農業、大坂城築城からの歴史を有する石材業、豊かな観光資源を

生かした観光関連産業やオリーブ製品の製造業も盛ん。 

 

２ 視察先の特徴 

小豆島にある２町（小豆島町・土庄町）では、過去、観光協会を個々

に設置していたが、選ばれる観光地になるために、観光窓口の一本化

を実現し「小豆島観光ビジョン」を策定。 

令和６年には、持続可能な観光の国際基準に基づき、優良な地域を

選出するＧＤ（グリーンデスティネーションズ）アワードのシルバー

賞を受賞。裾野の広い観光産業を中心に「島は１つ」を合言葉に、両

町がビジョンを共有し、将来、世界中の観光客で１年中にぎわう、持
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続可能な観光の島を目指している。 

 

３ 視察事項について 

◇観光協会を統一した背景 

・これまで島内には５つの観光を担う組織が存在していた。 

・総合計画において、「観光」はメイン施策にはなっておらず、明確

なビジョンやコンセプトが設定されていなかった。 

↓ 

小豆島町長（令和４年４月就任）、土庄町長（令和４年１月就任）

両町長が、「持続可能な島」にするべく、町の枠を超えて観光窓口の

一本化をすることを選挙公約として掲げた。 

↓ 

令和５年４月、新しい「一般社団法人小豆島観光協会」を設立。 

 

◇観光ビジョン策定までの流れ 

策定委員会（委員を小豆島観光協会・香川県観光協会・香川大学・

四国ツーリズム創造機構・土庄町商工観光課・小豆島町商工観光課か

ら選出）と作業部会（宿泊・飲食業など）を設置。 

全４回作業部会でワークショップを行う。 

内容：①現状と課題の把握（強み・弱みの整理） 

②基本戦略の検討（１０本の柱） 

③各基本戦略を実現するために必要なアクションプランの 

検討（３０個） 

④観光ビジョンの確認 

 

◇観光ビジョンの位置づけ 

町政運営の最上位計画である「小豆島町：総合戦略／土庄町：総合

計画」に基づき、小豆島の観光振興を総合的かつ計画的に推進するた

めの指針とする。観光協会を中心に、両町共に「観光」を産業の大き

な柱にするべく進んでいく。 

 

◇観光ビジョン【船旅．島旅．小豆島‐訪れるたび、深まる島‐】に

ついて 

○小豆島の観光におけるミッション‐使命‐ 

観光事業の推進により、持続可能な島づくりの中心的役割を務め

る。（小豆島観光協会が正式ＤＭＯとなり、日本版持続可能な観光

ガイドラインに基づき取り組む） 

○小豆島の観光におけるビジョン‐願望‐ 

観光により消費される島ではなく、観光により持続できる島を目指

す。 
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◇１０の基本戦略について 

 

Ａ「サステナブルな観光の推進」 

・観光の国際認証の１つとされるＧＳＴＣ （グローバル・サステナ

ブル・ツーリズム協会）シルバー取得(令和６年、国内５地域）。現在

はゴールドを目指している。（ゴールドは、国内では岩手県釜石市の

み） 

ＧＳＴＣとは… 

地域の社会、環境、経済、文化、そしてそこに暮らす人々の未来にも

十分に配慮した持続可能な観光に取り組む地域を選定するもの。 

→国際認証を取得することで、国内外にサステナブル観光先進地とし

て認知してもらう。 

・宿泊施設も環境配慮型宿泊施設の国際認証「グリーンキー」の取得

に挑戦していく。取得に向けた支援制度の構築。 

・宿泊税などの導入で安定財源を確保する。令和１０年の導入を目標

に、両町同じスキームで進む。（香川県初の導入となる予定） 

 

Ｆ「一次産業と伝統産業の観点からフードツーリズムの強化」 

・ガストロノミーツーリズム推進に向けたイベントの開催。 

ガストロノミーツーリズムとは… 

その土地の文化・歴史・自然と食の掛け合わせによるツアー。 

令和７年３月、小豆島特産のしょうゆ、そうめん、オリーブ、地ビー

ル・地酒などを７キロメートル歩きながら堪能した後、瀬戸内海を望

む絶景の温泉につかるイベント【ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォー

キング】を開催。島外から２３０人が参加。 

・商工観光課に所属する４人の地域おこし協力隊のうち、１人は東京

出身のイタリアンシェフ。町内で飲食店を開業予定。 

・“アクアパッツァ”を日本に広めた有名シェフが、サステナブルガ

ストロノミー企画で、小豆島食材をふんだんに使ったランチ・ディナ

ーの特別イベントを開催。 

→実施したことで、ターゲット層や価格帯の分析もでき、１つの指標
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ができた。 

 

◇一般社団法人小豆島観光協会について 

・職員 １０人（プロパー２人、地域おこし協力隊 各町１人、臨時２

人、窓口２人） 

・２町で約２，０００万円ずつ負担金を出している。 

・自主財源：会員の会費、ツアー企画運営、広告、海外を含むガイド

の養成 

 

◇今後の抱負 

・インバウンドは現在、アジアが中心だが、欧米・オーストラリアに

も広げていきたい。 

・国際的に名前を広げていくため、様々な国際認証の取得に向けてチ

ャレンジする。 

考   察 

 

(まとめ:市 

政に活かせ 

ると思われ 

る事項等） 

・小豆島２町の町長のトップダウンで、１つの観光協会の設置が実現

した。上田市では、旧上田市、丸子町、真田町、武石村が合併し２０

年を迎える。今後、さらなる協会同士の連携強化や観光協会の在り方

についても考えていくことが必要だと感じた。 

・国際的知名度やインバウンドの強化に向けて、様々な国際認証の取

得に尽力されている。お話を伺いながら、チャレンジする機運を感じ

た。上田市はインバウンドのデスティネーション（旅の目的地）とし

てはあまり知られておらず、年間の外国人延べ宿泊数は、長野県の中

でも構成比率が１％弱と、非常に低い数字にとどまっている。上田市

でも、国際認証などの取得も含めたプロモーション活動を検討・実施

していくことが望まれる。 

・「小豆島観光ビジョン」には、基本戦略に掲げた１０の柱の実現に

向けて、それぞれ具体的なアクションプランを計３０個設定してい

る。理想を掲げるだけでなく、実現するためには必要なことだと感じ

た。また、アクションプランの設定には、地域の観光業に携わる現場

の事業者が関わっている。行政だけでなく、官民共に同じ目標の達成

に向けて活動する機会の創出をしていきたい。 
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令和７年度 委員会行政視察実施報告書 

 

委 員 会 名 産業水道委員会 

参 加 委 員 
◎半田大介 ○武田紗知 

飯島裕貴 松山賢太郎 髙田忍 久保田由夫 佐藤論征  

             ◎委員長、○副委員長 

 

１ 上田市での課題と視察の目的 

当市において現在検討が進められている３市１町による上田長野間の水道広域化につ

いて、市町村単位で様々な市民意見、要望が上がる中、論点整理を含め、改めて国が推

進する水道広域化について所管する委員会として理解を深めるとともにその指針、概要

を調査研究し、是非の重要な判断材料の一つとしたい。また、並行した課題である上下

水道管路の更新に係る補助事業についても確認するため視察に伺った。 

 

２ 実施概要 

実 施 日 時 視 察 先 国土交通省  

令和７年５月１４日（水） 

１４時１５分～１５時４５分 
担当部局 水管理・国土保全局水道事業課 

視察事業名 水道事業広域化について 

報 告 内 容 

１、視察先の概要 

国土交通省は、国土の総合的かつ体系的な利用、開発及び保全、

そのための社会資本の整合的な整備、交通政策の推進、気象業務の

発展並びに海上の安全及び治安の確保などを担う官庁です。 

 中央省庁等改革の一環として、２００１年１月６日に、旧４省庁

（北海道開発庁、国土庁、運輸及び建設省）を母体として設置され

た。よりよい行政サービスの提供を目指し、総合的な国土交通政策

を展開していくとしています。 

 

２、視察先の特徴 

上水道の整備や管理が２０２４年４月に厚生労働省から国土交

通省などに移管された。高度経済成長期に敷設された水道管が老朽

化し、維持管理が難しい自治体があり、地方整備局を持つ国土交通

省に事業を移管することでインフラの整備や災害対策を進める狙

いがある。「上水道＝厚生労働省（旧厚生省）」、「下水道＝国土

交通省（旧建設省）」に分かれていた体制の実質的な一元化であり、

６０年ぶりの機構改革になった。 
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３、視察事項について（視察項目と質問への回答） 

◇水道事業の現状と課題 

〇主にこの３点が上げられる。 

・施設管路の老朽化、耐震性不足 

・事業体の経営環境の悪化 

・人材の減少、高齢化 

 

◇水道の基盤強化に向けた基本的な考え方 

①適切な資産管理 

収支の見通しの作成及び公表を通じ、水道施設の計画的な更新や耐震化

等を進める。 

②広域連携 

人材の確保や経営面でのスケールメリットを生かした市町村の区域を越

えた広域的な水道事業者間の連携を推進する。 

③官民連携 

民間事業者の技術力や経営に関する知識を活用できる官民連携を推進す

る。 

※国は責務と役割として、水道の基盤の強化に関する基本的かつ総合的

な施策の策定、推進及び水道事業者等への技術的・財政的な援助・指導・

監督を行う。 

 

１）水道一体の取組について 

◇移管に伴い、水道事業にどのような予算措置や施策があるか。 

〇上下水道一体で取組を進めるべく、ＤＸ技術の導入、官民連携の支援

を行う「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業」を創設した。能登半

島地震を踏まえ、同年補正予算で耐震化の取組を加速する支援メニュー

を追加し、本年度から上下水道システムの急所に関する個別補助制度を

創設した。 

 

◇推進に向けた具体的な取組、施策は何か。 

〇能登半島地震での甚大な被害を踏まえ、上水道が復旧しても下水道が

復旧していなければ使用ができないことから上下水道システムの急所施

設（システム全体が機能を失う）、最重要施設、避難所等の重要施設に接

続する管路等について「上下水道耐震化計画」の策定を要請し、その計

画に基づき計画的、集中的に耐震化を進めることとした。昨年９月に策

定を要請し、令和７年３月末時点で策定率は９４％となっている。また、

「上下水道政策の基本的なあり方検討会」、「下水道等に起因する大規模

な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」で一体的な議論をしている。 

 

２）人口減少に伴う、事業体運営と人材の適正な確保について 

◇町村等の小規模事業体では今後、経営がますます厳しくなるが対策は

どうか。 

〇経営統合や水質検査の共同委託等といった広域連携、官民連携、デジ
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タル技術の活用といった技術的、財政的支援をしていく。 

 

◇水道事業を支える職員不足への対応と適正人員確保へ向けた支援はど

うか。 

〇技術的・財政的な支援（水道基盤強化計画の策定の手引きの公表、官

民連携推進協議会等での官民、広域連携に関する優良事例の横展開等）

を行っていく。 

 

３）水道広域化について 

◇広域化事業の財政支援は令和１６年度までだが、延長、拡充はあるか。 

〇広域化に関する今後の支援については、これまでの支援実績などを踏

まえて必要な支援を検討していきたい。 

 

◇水事情は自然的な条件により、地域ごとに課題が異なるが国としての

今後のフォローはどうか。 

〇これまでも広域化モデル事業により、都道府県に対し、水道施設の最

適配置等について検討するなど技術的な支援を行ってきた。今後も都道

府県により策定された水道広域化推進プランに基づく広域連携に向けた

取組等を支援していく。 

 

◇広域化の先に民営化が考えられると市民から心配の声が出ているが、

国としての考えはどうか。 

〇コンセッション方式は、国や自治体の関与を強めたもので水道事業自

体を民営化するものではない。あくまで官民連携の選択肢の一つでサー

ビス向上や業務効率化にメリットがある場合に地方自治体が議会の議決

を経て地方自治体の判断で導入するものである。 

 

◇現状と今後の取組について 

１）令和７年度上下水道予算の拡充（最適で持続可能な上下水道の再構

築） 

①上下水道ＤＸの推進 

・点検・調査結果に基づく「水道施設アセットマネジメント計画」を策

定する際に必要な経費を支援対象に追加した。 

・上下水道の台帳情報のクラウド化、市町村の区域を超えて広域的に実

施するデジタル技術を活用した水道施設の点検・調査を支援対象に追加

した。 

②上下水道の施設配置の最適化支援 

・取水位置を上流に移転する際の取水施設や導水施設の整備等を支援対

象に追加した。 

・水道から浄化槽に転換する場合の下水道管等の撤去等に必要な費用を

支援対象に追加した。 

③広域連携のための「水道基盤強化計画」の策定推進 

・都道府県が水道法第５条の３に規定する「水道基盤強化計画」の策定
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をする際の必要な費用を支援対象に追加した。 

 

２）緊急点検結果（上下水道システムの急所施設及び接続する管路）を

踏まえて 

①「上下水道耐震化計画」に基づく計画的・集中的な耐震化の推進につ

いて 

・全ての水道事業者や下水道管理者等に対して計画策定を要請している。 

②上記計画に基づく取組状況のフォローアップ・公表 

・定期的にフォローアップを行い、その結果を公表し、必要な支援を実

施する。 

③運営基盤の強化や施設規模の適正化の推進 

・耐震化の推進に合わせて、料金・使用料の適正化、運営基盤の強化、

施設のダウンサイジング、分散型システムの活用等、規模の適正化を推

進していく。 

④技術開発の推進 

・課題に対し効率的な耐震化技術の開発・実装を推進していく。 

⑤災害時の代替性・多重性の確保 

・可搬式上水設備・可搬式汚水処理設備の活用、浄水場間や下水処理場

間の連絡管の整備等を推進していく。 

考   察 

 

(まとめ:市 

政に活かせ 

ると思われ 

る事項等） 

当市においても人口減少による料金収入の減少に伴い、今後の浄水場

及び管路等の更新・維持管理の財政運営には厳しさが増し、独立採算制、

総括原価方式の中、大幅な料金改定を行っていかなければならないこと

が予測される。そのような中、国が示す補助メニューの活用については、

様々な視点から見ていく必要があり、細かく精査した上で有用である事

業へは活用していくことが肝要である。 

現在検討が進められている水道事業広域化においても、先述の広域化

事業に関する財政支援、これまでの他事例の実績・動向を踏まえて検討

していくべきある。 

特に、上下水道一体での事業化について、これまでの事例を見ても従

前より連携の形をしっかりと検討していかなければ難しいと感じた。こ

れらを念頭に所管委員会としてさらに調査、研究を進めていく。 
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